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その他当該区域の整
備・開発及び保全に関
する方針

地区計画の目標

　区画道路　　　　　　　　幅員　  ６～１８ｍ　　延長　　  約　１，９２３ｍ
　特殊道路　　　　　　　　幅員　　６・１６ｍ　　　延長  　　約　　　２０９ｍ
　交通広場　　　　　　　　１箇所　　　　　　　　　面積　　　約　４，０００㎡
　街区公園　　　　　　　　３箇所　　　　　　　　　面積　　　約１０，８００㎡
　緑　　　地　　　　　　　　１箇所　　　　　　　　　面積　　　約　１，０８２㎡
　河　　　川　　　　　　　　１級河川　　南川　　 延長　　　約　　　２３２ｍ

郡山南拠点地区計画

　郡山市字達中場の全部の区域
　　　　　 字仲田、字城清水、字深田台、字川向、香久池二丁目及び図景二丁目の各一部
　　　　 　安積町荒井字二渡前の全部
　　　　   安積町荒井字北千保、字下千保、字南千保、字飯塚、字方八丁、字猫田、字撫子東、
　　　　　　　　　　　　　字庚段、字人星段、字道場の各一部
　　　　　　　　    日出山字西畑、字北千保、字台畑の各一部

 約　３４．７ha

　当地区は、JR郡山駅から南に約３㎞に位置し、東側はＪＲ東北本線、西側は一般国道
４号、南側は一級河川笹原川、北側は一般国道４９号に囲まれている既成市街地であ
り、土地区画整理事業の施行により、郡山市の副次拠点として中心市街地を補完する
良好な商業業務、コンベンション等の都市機能を集積した市街地形成を目標とする。

　街区の特性に合わせ、以下のような区分により、土地利用の整序を図る。
　①シビックゾーン
　　　　行政、文化、交流機能等の公益的施設の立地を図る。
　②商業・業務施設ゾーン
　　　　一般国道４号沿線の交通の利便性を活かして、自動車販売事務所や路線型商業
    　等の商業・業務施設の立地を図る。
　③複合利用ゾーン
　　　　地域住民のための近隣商業施設や、業務施設・住宅等の立地を図る。
　④工業ゾーン
　　　　周辺環境と調和する小規模な工場等の立地を図る。
　
  新しい都市拠点に相応しい土地利用を実現するとともに、良好な市街地の形成を図る
ため、建築物等に関する制限を次のように定める。

　１　　良好な市街地環境の形成を図るため、建築物等の用途の制限及び建築物の敷
　　　地面積の最低限度を定める。
　２　　緑豊かなゆとりある街並みの形成を図るため、建築物の壁面の位置の制限、建
　　　築物等の形態又は意匠の制限、垣又はさくの構造に制限を定める。



地区の
名称 シビックゾーン 商業・業務施設ゾーン 工業ゾーン

地区の
面積

８．０ｈａ ８．６ha １．８ｈａ

　
３　　公益的施設以外
　　　の施設

　
３　　一戸建住宅、共同
　　住宅（ただし、一階
    部分が全て店舗又
    は事務所であるも
　　のを除く。）、寄宿舎
　　、下宿、工場（自動
　　車整備工場を除く。
　　　）

　
３　　   一戸建住宅、畜
　　　舎。

１０，０００㎡ ５００㎡ ２００㎡

―
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「区域及び地区整備計画の区域は計画図表示の通り」

１　　風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律第２条に規定する営業のうち同法第２
　 条第１項第７号及び第８号を除く営業施設及びこれに類するもの。

２　　倉庫業を営むための倉庫

かき又はさくの構造
の制限

  ただし、１　　本規定が定められた際、現に建築物の敷地として使用されている土地又は現に存
               する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用する土地について、そ
               の全部を一の敷地と して使用する場合は、この限りでない。

　　　　　 ２　　公益上その他特別の理由により、市長がやむを得ないと認めたものについては、こ
               の限りでない。

　建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路、街区公園、交通広場及び南川の境界線まで
の距離（隅きり部を除く。）は、1ｍ以上とする。 ※ 隣地境界線からはこの限りでない。

　次に掲げる用途に供するために建築物を建築し、又は建築物の用途を変更してはならない。

建築物の敷地面積の
最低限度

壁面の位置の制限

２００㎡

建築物の用途の制
限

備　　　　　　考

建築物等の形態又は
意匠の制限

　かき又はさくの構造は、生け垣又はフェンス等視界を妨げないものと
し、コンクリートブロック及びこれに類するものとしてはならない。
 ※　他法令の規定によりコンクリートブロック及びこれに類するものを
設置する必要がある場合は、これを優先する。

  １　　建築物の屋根、外壁その他戸外から望視される部分又はこれに代わる柱は周囲の都市景
      観に配慮したデザインとするとともに刺激的な原色の使用を避け、街並みに調和した色調と
      する。
  ２　　屋外広告業を営むものが看板を設置してはならない。
　　　  ただし、自己用広告物の設置に係る場合については、この限りでない。
  ３　　屋外広告物及び建築設備類は、周囲の景観を損なわないように配慮する。

建
　
築
　
物
　
等
　
に
　
関
　
す
　
る
　
事
　
項

複合利用ゾーン

４．１ｈａ

地区の区
分

　
３　　建築基準法別表
    第二（り）の第二号
   及び第三号による
　 工場。


